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は じ め に
「統治」の語源が和語「すべおさむ」にある
ことと、「統治」が和語「すべおさむ」の意味
内容を引き継いでいることは、拙稿「日本語語
彙の成立―『統治』をめぐって―」１） で示した
のであるが、本稿では、そうして成立した「統
治」が現代日本社会の文脈でどのように用いら
れているかを示そうとしている。具体的にいえ
ば、本稿は憲法解釈論でいう「統治行為論」の
成立背景を語彙研究の側面から探っていこうと
するものである。
元来「統治行為論」は、違憲審査権の行使と
いう裁判所の権限から導きだされたものである
が、裁判所のもつ違憲審査権の及ばない部分を
表現するために捻出された概念でもある。「統
治行為論」の説明が法解釈学の分野でのみ言及
されていたのでは、その理解は一定の枠内にと
どまることは必定である。そうした限界を打破
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おわりに
　　※本稿は、「日本語語彙の成立と変遷―『統治』をめぐって―」と題する論文の後半部分である。前半部
分は、「日本語語彙の成立―『統治』をめぐって―」と題して、『長崎国際大学論叢　第６巻』に掲載
した。
要　旨
「統治」という語は日本社会ひいては日本思想のあり方を考察しようとするとき、そのてがかりを与
えてくれる語である。本稿では、和語「すべおさむ」を語源として成立した「統治」の現代的展開の諸
相を解明しようとした。すなわち本稿では、「統治行為論」として生き延びてきた「統治」という語は、
和語「すべおさむ」の原義を引きずりながら用いられていることが示されているのである。
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するには、まったく違った観点からの論及が必
要とされるであろう。
Ⅰ　「すべおさむ」の意味的拡大
１　総理（すべおさむ）
和語「すべおさむ」の漢字表記には、「統治」
と「総理」があることは、拙稿で示している２） 
けれども、その政治的含意についてはまだ言及
してこなかった。したがって、「総理」の意味に
ついて若干触れる必要がある。明治憲法には、
同一の用語を異なる漢字で表記している興味深
い条文がある。それは、動詞「すぶ」の連用形
「すべ」に接続助詞「て」をつけ一語化した「す
べて」という副詞を用いている条文である。
　
・凡テ法律ハ帝国議会ノ協賛ヲ経ルヲ要ス
（３７条）
・凡テ法律勅令其ノ他国務ニ関ル詔勅ハ国
務大臣ノ副署ヲ要ス（５５条２項）
・法律規則命令又ハ何等ノ名称ヲ用ヰタル
ニ拘ラス此ノ憲法ニ矛盾セザル現行ノ法
令ハ総テ遵由ノ効力ヲ有ス（７６条１項）
・歳出上政府ノ義務ニ係ル現在ノ契約又ハ
命令ハ総テ第六七条ノ例ニ依ル（７６条２
項）（下線は田渕）
　
このように「すべて」という副詞を、明治憲
法は「凡テ」と「総テ」とに使い分けているの
である。文頭にくるばあいと文中にくるばあい
の違いとして説明可能かもしれないが、こうし
た使い分けは、いったいいかなる意味を有する
のであろうか。また、「凡テ」および「総テ」
は、点線下線部分と呼応する。「凡テ」と「総テ」
では呼応関係が異なっていることは注目に値す
る。「凡テ」は名詞と呼応し、「総テ」は動詞と
呼応する。「総テ」は動的語である「総ブ＝すぶ」
の意を含んでいることが了解されよう。
さらに、「凡テ」は「全て」ともよみとれる
が、「凡」は「およそ」とも訓めるところから、
「だいたい」「一般的にいって」という意味とも
解すことができよう。また、「凡」は古来律法条
文の初頭におかれ、発語として用いる用い方も
あるが、３７条および５５条２項のばあい、「全て」
よりも「一般的にいって」と解するべきであろ
う。
「総テ」は「すぶ」の意をつよく含有してい
るようであり、「ゴタゴタしたものをひとつに
まとめて」あるいは「総体として」という意味
ととれる。「ひとまとめにして」の意と解するな
らば、「統テ」とした方が納得できるのではある
が、まとめたものをそれぞれひとつひとつと考
えているのか、まとめたものの成分のひとつひ
とつのことを考えているのかによって、あてる
漢字が異なってくる。「総テ」は、まとめたもの
の成分のひとつひとつをイメージしていると解
した方が妥当であろう。すなわち「現行ノ法令
ハ総テ」というばあい、「現行ノ法令」ひとつ
ひとつを指していると解するべきであるし、
「現在ノ契約又ハ命令ハ総テ」というばあい、
「現在ノ契約又ハ命令」のひとつひとつを指す
と解することが妥当であろう。
そうすると、「すべおさむ」にあてられた漢字
である「統治」と「総理」のうちの「総理」に
ついての含意が理解可能となる。「総理」の「総」
は、まとめたもののひとつひとつの成分のこと
であり、「理」は整序づけることであるから、「総
理」とは、ゴタゴタしたものをまとめそのひと
つひとつを整序づけることと解することができ
る。してみると、「総理」は「統治」下位概念
としての政治的含意が前提とされており、きわ
めて技術的であることが了解できよう。「統治」
のために「総理」するという政治的システム・
構図が容易に納得できるのである。
明治憲法下における「すべおさむ（統治）」
天皇と「すべおさむ（総理）」内閣との関係が、
ここにおいて明確となってきた。ゴタゴタした
ものに整序を与え天皇の政治的行為である「統
治」を容易ならしむるという意味で、また天皇
による「統治」がうまく機能するようにゴタゴ
タしたものを整え天皇の前にさしだすという意
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味で、内閣は「総理」するのである。天皇の政
治的行為（統治）を具体的に実行し、天皇の政
治的行為（統治）を容易にする土壌をつくりあ
げるのが、「総理」であり内閣であるといえよ
う。そのための政治的ポストが総理大臣の職な
のである。そのことを伊藤博文は、府県会議長
に対する演説（１８８９年２月１５日）でつぎのよう
に言っている。
　
「政府は如何なるものなるかを言へば、乃
ち政府は天皇陛下の政府なりと言はざるべ
からず。我政府は主権の存する所に支配せ
られ、活動すべきものたり、蓋し我国の主
権は天皇陛下の玉体に集合するを以て、百
揆の政皆之を至尊に総べて其の綱領を攬せ
らるゝなり。宰相の如きも独り天皇陛下の
任免し玉ふ所にして敢て他の干預を待た
ず。而して宰相は国政を行ふに於て其責任
を負はざるべからず。即ち責任宰相たらざ
るべからざるなり」（下線は田渕）
　
　この伊藤の説明は、明治憲法第５５条１項の
「国務大臣ハ天皇ヲ輔弼シ其責ニ任ス」の解説と
思える。内閣についての規定をもたない明治憲
法ではあるが、第５５条１項の規定が内閣につい
ての規定であり、内閣は天皇を「輔弼」する機
関であることがよみとれるのである。
国権と民権の相克が下火となり、換言すれ
ば、自由民権運動における「人権」思想の希薄
さの結果としての運動の衰退以降、ふたたび
「統べ治む」政治体制と「総べ理む」政治体制
とが確執をおこすのは、大正デモクラシー期に
おいてであった。すなわち、「総理（すべおさ
む）」大臣は、天皇側近の長老たちにより選ばれ
指名されていたという意味では、「統治（すべお
さむ）」政治力が機能していたのであるが、大正
デモクラシーとよばれる一時期、帝国議会にお
いて多数を制した政党の代表が「総理（すべお
さむ）」大臣となるという、イギリスにおいて発
達した議院内閣制らしきものが出現したので
あった。しばらくの間こうした「総べ理む」政
治体制がつづいたのであるが、やがて「統べ治
む」政治体制が復活し、大正デモクラシー期を
経ただけに、より強固なものと化していった。
「統べ治む」政治体制の確固とした確立が、日本
を大陸侵略へと誘っていったのは歴史の示すと
おりである。「統べ治む」政治体制と「総べ理
む」政治体制の構図はきわめて単純である。
ただ、明治憲法は内閣の規定を有していなかっ
たところから推して、支配の中間項としての内
閣を措定せず、いきなり人民を支配しようとし
たとも考えられる。このばあいの構図はさらに
単純である。
この構図は、支配の及ぶ範囲が比較的小規模な
ばあいに成立する構図であり、その意味では、
支配する主体がなにも天皇である必要はなくな
り、支配者一般を指すかあるいは地方豪族の支
配体制を意味するようになり、「すべおさむ」の
原義に遡及してしまう。言語としての意味的拡
大傾向が失われてしまうのである。天皇支配を
明確にうちだし直接支配構図を拡大しようとす
ればするほど、支配領域は縮小していくという
矛盾を「すべおさむ」という語は保持していた
といえる。そうした日本語語彙「すべおさむ」
のもつ特徴に気付かず、これを「統治」として
復活させ、天皇支配の正統性を主張しようとし
たところに、伊藤博文の意図した天皇制の限界
があったのである。
それはともかくとして、内閣に関する規定が
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・「統べ治む」政治体制 
「統べ治む」 「総べ理む」 
天皇 内閣 臣民 
・「総べ理む」政治体制 
「統べ治む」 「総べ理む」 
天皇 内閣 臣民 
・「すべおさむ」政治体制 
「すべおさむ」 
天皇 （内閣） 臣民 
ないということは、何を意味するのであろう
か。天皇の輔弼・補佐機関については、わずか
に５５条で国務大臣について言及し、５６条で、枢
密顧問について述べているにすぎない。政党内
閣制や議院内閣制を要求していない明治憲法で
は、「統治」の主体者としての天皇を各国務大臣
が輔弼するのみである。伊藤博文の意図してい
た政治体制が、「すべおさむ」政治体制であり、
天皇の直接支配体制の確立にあったならば、
「国体明徴」の主張も出るべくして出た主張で
あったといわざるをえない。しかしそのばあ
い、「臣民」による攻撃が惹起される想定がな
されていれば、直接的天皇攻撃もありうる。中
間項として曖昧なまま「内閣」をおくことの意
味は、天皇への直接攻撃を回避すると同時に、
先進列強諸国の政治体制に類似した体制を敷く
ことによる擬似的近代国家を装うところにあっ
たとすべきなのかもしれない。
いずれにせよ、敗戦後、天皇が実質的政治権
力を喪失し象徴としてのみの存在となった３） 現
行憲法のもとでは、「統治」は内閣の政治的行為
を意味し、内閣のもつ権力・権限は飛躍的に拡
大した。しかも現在まで、内閣のもつ自由裁量
権の幅は、拡大する一方でもある。
２　現憲法下の「統治（すべおさむ）」
「すべおさむ」という語にみられる政治枠組み
は、あるべき静態的社会の継続とそれへの全面
的な信頼を根幹としていたと考えられるが、近
代語として造語された「統治」は、あるべき静
態的社会継続のための「上からの」（天皇の）
政治的行為を表していたというのがこれまでの
議論であった。そこでの合意は、近代語「統治」
はあくまでも人為的・意図的造語であるという
ことであった。ところが、古い和語である「す
べおさむ」の示す政治風土が、のちに「御恩と
奉公」を軸とする鎌倉封建社会の成立を容易な
ものとしたのと比して、近代において造られ流
布した「統治」乃至「統治権」という語は、天
皇支配を強固なものとするための政治装置とし
て造語され、機能したといえる。さらに、「すべ
おさむ」政治体制は、「すべおさむ」主体を特
定するほどの硬直性をもたなかったのに対し
て、「統治」体制は、「統治」の主体を特定する
ものであった。古代日本社会を詳細に研究した
国学者たちのいう「ますらをぶり」４） にしろ、
「たおやめぶり」５） にしろ、きわめて loosely６） 
な社会としての朗らかさと健全さを示してお
り、ひたむきでうつむきかげんな忠誠心を求め
てはいない。他方、「統治」社会においては、「統
治」主体たる天皇へのひたむきでうつむきかげ
んな忠誠心が要求され、藤田省三のことばを借
りれば、「離脱の精神」７） は許されず、きわめて
硬直的で不健全な政治風土乃至は精神風景の醸
成を招来する可能性に満ちていたのである。
そのため現行憲法では、「統治」という語は用
いられなかった。「行政」という無機質な語が多
用されるところとなった。「行政権は、内閣に
属」（６５条）し、「内閣は、行政権の行使につい
て、国会に対し連帯して責任を負ふ」（６６条）
というぐあいにである。現行憲法は、「統治」と
いう語にまつわる政治的雰囲気をきらい、これ
を避け、政治的行為を「行政」という語に代表
させることにしたのであった。憲法改正過程に
おいて、「統治」という語がどういう処遇を受け
たかは、さまざまな憲法改正案や改正要綱にお
いてみることができる。
３　統治と総理
憲法改正案や憲法改正要綱において、「統治」
と「総理」がどのように扱われてきたのかを、
いくつかみておくことにしよう。
近衛文麿は内大臣府を代表し、１９４５年１０月４
日、マッカーサーを訪問したさい憲法改正を示
唆された。近衛は１０月１１日に内大臣府御用掛と
なり憲法改正に着手した。１１月２２日、近衛は
「憲法改正ノ大綱」を奉答するところとなった。
この近衛草案では、１ケ月ほど前に明治憲法は
そのままとしその運用による民主化を主張した
美濃部達吉の改憲不要論に対して「我国今回ノ
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敗戦ニ鑑ミ国家将来ノ建設ニ資スルガ為ニ帝国
憲法改正ヲナスノ必要アリ、単ニソノ解釈運用
ノミニ頼ルベカラズ」８） として反論を試みてい
る。それはともかくとして、「帝国憲法改正ノ
要点」では「天皇統治権ヲ行フハ万民ノ翼賛ニ
依ル旨ヲ特ニ明ニス（新条項挿入）」９） とされ、
「統治権」は「万民ノ翼賛」を必要とするもの
の天皇の権限として生きのびているのである
（下線は田渕）。「憲法改正ノ大綱」で「国民」
を指す語としては、この「万民」のほかに「臣
民」「国民」も用いている。たとえば「臣民ノ
自由ヲ尊重スル」１０） や「衆議院ハ一般国民ニ代
テ活発ニ国務ニ参加シ、貴族院ハ平静ノ態度ヲ
以テ国務ニ参加スル」１１） といったぐあいに、「万
民・臣民・国民」が混在しているのである（下
線は田渕）。「総理」については、内閣総理大臣
に言及し、「内閣総理大臣ハ内閣ノ統一ヲ保チ
国務全般ニ付上奏シ之ヲ宣示スルコトヲ定ム、
ソノ結果内閣総理大臣ハ他ノ国務大臣ニ上奏ノ
事項ニ付通告ヲ求ムルヲ得ルコトトス」１２） とい
うふうに、「総理」を独立して用いてはいない。
しかし前半部分は、内閣総理大臣の職務を「国
務を総理する」ものとして認識していることは
明白である。ともかくここでは、国政にかかわ
る「統治」と国務にかかわる「総理」とが、使
い分けられていることを了解しておくこととす
る。
成案はついに明らかにされなかったのである
が、憲法改正にとりくんだのは松本烝治国務大
臣であった。松本国務大臣は１９４６年２月８日、
連合国最高司令部に提出した「憲法改正要綱」
の附説「政府起草ノ憲法改正ニ対スル一般的説
明」で、「統治」について言及し、
　
「日本国カ天皇ニ依リテ統治セラレタル事
実ハ日本国歴史ノ始マリタル以来不断ニ継
続セルモノニシテ此制度ヲ維持セントスル
ハ我国民大多数ノ動スヘカラサル確信ナ
リ」１３）
「天皇カ統治権ヲ総攬行使セラルルノ制度
ヲ保持スル」１４）
「天皇ノ統治権ノ行使ハ立法ハ凡テ議会ヲ
通シ行政ハ凡テ議会ニ基礎ヲ置ク内閣ヲ通
シ司法ハ凡テ独立ノ裁判所ヲ通シテ行ハル
ヘキモノニシテ結果ニ於テ英国ニ於ケルト
同様ニ所謂議会的民主主義カ完全ニ発揮セ
ラルヘキモノナリ」１５）
　
として、天皇の「統治権」存続を企図していた
のである（下線は田渕）。「総理」については
「憲法改正要綱」で、
　
「国務各大臣ヲ以テ内閣ヲ組織スル旨及内
閣ノ官制ハ法律ヲ以テ之ヲ定ム旨ノ規定ヲ
設クルコト」１６）
　
とされている程度で「統治」と「総理」の関係
性についてはまったく言及していない。という
よりは松本にとってそれらの関係性は自明のこ
とであったといった方が正鵠を射ているといえ
よう。
他の憲法議論としては、日本進歩党が１９４６年
２月１４日に発表した「憲法改正問題」や日本社
会党が同年２月２４日に発表した「新憲法要綱」
や日本共産党が同年６月２９日に発表した「日本
人民共和国憲法（草案）」などにみられる政党
発表のものの他に、憲法研究会（高野岩三郎・
馬場恒吾・杉森孝次郎・森戸辰男・岩淵辰雄・
室伏高信・鈴木安蔵）が１９４５年１２月２７日に発表
した「憲法草案要綱」や高野岩三郎１７） が同年
１２月２８日に発表した「改正憲法私案要綱」など
がある。それらのうちのいくつかの該当個所を
列記すれば、
　
「天皇ハ臣民ノ輔翼ニ依リ憲法ノ条規ニ従
ヒ統治権ヲ行フ」（日本進歩党）１８）
「内閣、各省其ノ他重要ナル官制ハ法律ニ
依ル」（日本進歩党）１９）
「統治権ノ主体ハ日本国家ナリ」（日本自由
党）２０）
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「天皇ハ統治権ノ総攬者ナリ」（日本自由
党）２１）
「国務大臣ノ首班タル内閣総理大臣ノ、他
ノ国務大臣ニ対スル地位ノ優越ヲ明確ニ
ス」（日本自由党）２２）
「統治権は之を分割し、主要部分を議会に、
一部を天皇に帰属（天皇大権大幅制限）せ
しめ、天皇を存置す
　　天皇統治権の内容
　　１.　内閣総理大臣は両院議長の推薦に基
き、天皇之を任命す、但し天皇之を拒否
するを得ず
　　２.　条約締結は議会の権能に属し、天皇之
に署名す、但し天皇之を拒否するを得ず
　　３.　議会において議決せる法律の公布に
は、天皇之に署名するの形式を経ること
とす
　　４.　内閣の申出に基き天皇は恩赦を為すの
権を有す
　　５.　天皇は国民に栄典授与の権を有す
　　６.　天皇は外国に対し儀礼的に国家を代表
するの権を有す
　　７.　天皇は政治上の責任なし
　　　尚、皇位の継承は議会の承認を得るを要
す、摂政を置くには議会の議決による」
（日本社会党）２３）
　　　「内閣
　　１.　内閣総理大臣は各省大臣、国務大臣を
任命す、各大臣を以て内閣を構成す
　　２.　内閣は議会に対し責任を負ふ、内閣は
議会の委託により外に対し国を代表し、
行政権を執行し官吏を任免し法律執行命
令を発す
　　３.　国民投票ににより内閣の不信任を問は
るることあり」（日本社会党）２４）
　　「日本国ノ統治権ハ日本国民ヨリ発ス」（憲
法研究会）２５）
　　「天皇ハ国政ヲ親ラセス国政ノ一切ノ最高
責任者ハ内閣トス」（憲法研究会）２６）
のようになる（下線は田渕）。人民共和制を主張
した日本共産党と大統領制を主張した高野岩三
郎は、統治および総理の語は用いていない。本
稿の主旨からは外れるが、大統領制を主張した
高野岩三郎が、１９５０年代になってやっと三選禁
止規定をもつようになった大統領制の国である
アメリカよりも早くに「大統領ノ任期ハ四年ト
シ再選ヲ妨ゲザルモ三選スルヲ得ズ」２７） と、三
選禁止規定を明記していることは、特筆してお
いていい。
Ⅱ　違憲審査権と統治行為論
１　違憲審査権
現行憲法においては、第８１条に「最高裁判所
は、一切の法律、命令、規則又は処分が憲法に
適合するかしないかを決定する権限を有する終
審裁判所である」として、裁判所に違憲審査権
を与えている。しかし、下位法条文を抽象的に
合憲か違憲か判断する憲法裁判所をもたないわ
が国における違憲審査権には、一定の限界があ
ると佐藤功はいう。すなわち、「裁判所は具体
的な訴訟事件が提訴された場合に、はじめてそ
の事件に適用さるべき法律の違憲性を審査する
ことができる」２８） とする見解が妥当であるとい
うのである。
憲法第７６条の規定が裁判所の任務規定であ
り、それに付随して第８１条の違憲審査権を裁判
所がもつのであるというのが通説となってい
る。裁判所は、一般的・抽象的に合憲・違憲判
断を下すことができない。それは、「裁判所法・
刑事訴訟法・民事訴訟法・行政事件訴訟法など
には憲法裁判の手続を認めた規定はない」こと
でも明白であると佐藤功はいう２９）。とはいえ具
体的に違憲審査権の行使もしくは違憲判決にお
いては、「法令違憲」の判決と「適用違憲」の
判決とがあり、尊属殺重罰規定を違憲とした
「法令違憲」の判決もあるが、「適用違憲」の判
決が多い。
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２　憲法９条
日本国憲法第１条および第９条は、明治憲法
と比較したとききわだった相違を示している。
第１条では、旧憲法下では「統治」の主体であっ
た天皇が、「日本国民統合の象徴」として「統ぶ」
象徴的存在であり、何らの政治的行為をも行い
えない旨明記している。「すべおさむ」主体者で
あった天皇から「おさむ」権能をとり除き、「す
ぶ」機能に限定したのである。天皇の機能は、
「統治」機能から「統合」機能へと移行したので
あるが、天皇の行う儀礼的行為は「国事行為」と
呼ばれ「統治行為」と呼ばれることはなかった。
また第９条では、「日本国民は、正義と秩序を基
調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動
たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使
は、国際紛争を解決する手段としては、永久に
これを放棄する」「前項の目的を達するため、陸
海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国
の交戦権は、これを認めない」として、国家の
あるべき姿を明確に描いてみせた。
現行憲法では、戦争は「国権の発動」の結果
としておこるものとされ、その「国権」のひと
つである「交戦権」は完全に否定された。しか
し、明治期日本にあっては、「交戦権」は、「国
権」もしくは「主権」を構成する重要な要素で
あり、「富国強兵」は国是であった。自由民権運
動にあっては、「国権全うして然る後民権全う
し」ていく道をとるのか、「民権全うして然る後
国権全うし」ていけばいいのかと喧しく議論さ
れ、結局「国権」を全うする道を選択して「交
戦権」を認めた。非戦論は衰退していったので
ある。したがって、そうした趨勢にたいする反
省の上に立って、憲法前文でいうように、「平和
を愛する諸国民の公正と信義に信頼して」弱小
国家のままでありつづけようとする純粋な日本
国民の意思表示が第９条であるともいえよう。
現憲法にみられるような「国権」から「民権」
への重点移動は、「一身独立して一国独立す」と
いうテーゼを示した、明治初期日本の理性の代
表である福沢諭吉の考え方が貫徹するように
なったことを意味するのかというと、そうとも
いいきれない。「離脱の精神」に長い間不慣れで
あった日本国民にとって、「離脱の精神」を保障
するデモクラシーは未だ学習対象にとどまり、
それを用い、そのなかで呼吸するほどの精神的
成熟は望むべくもなかった。そのことが、憲法
改正論議を生みだすひとつの根拠となってい
る。１９９３年１月２７日、自民党憲法調査会は「憲
法見直し」を本格的にすすめる決定を下した３０）。
こうした見直し論議を待つまでもなく、国民の
精神的未熟さを土台として、憲法９条は見直さ
れていたのではあるが。
再軍備のレールが敷かれはじめ、頑強な反共
主義者であったダレスの手腕に屈したのか、吉
田茂が微妙に発言を変化させはじめるのが、
１９５０年の初め頃であった。この年に警察予備隊
が生まれ、これが保安隊となり、やがて自衛隊
となっていったのは周知のとおりである。天皇
制存続のための切り札の意味も有していた憲法
９条３１） は、天皇制存続が既成事実化したとき、
あっさりと反古にされていったのである。こう
した政治動向が、「統治」という語を、旧憲法
下での含みをもつ「統治」として復活させる引
き金となったといえよう。
３　統治行為論
法の支配 rule of law の貫徹は、司法権のも
つ違憲審査権に負うところが大きい。違憲審査
権が有効に機能してこそ、憲法のもつ最高法規
制（第９８条）が保持されるのである。１８０３年
マーシャル判事の手によりアメリカで確立され
たこの制度を日本国憲法は明文化した。ところ
が、法の支配の究極的姿としての違憲審査権の
及ばない領域が存在することを印象づけたの
は、砂川事件における最高裁判決（１９５９年１２月
１６日）であった。そこでは、１９５１年に調印され
た日米安全保障条約が合憲か違憲かの判断を避
けるために、
　
「主権国としてのわが国の存立の基礎に極
日本語語彙の変遷　　「統治」の展開　　
61
めて重大な関係をもつ高度の政治性を有す
るものというべきであって、その内容が違
憲なりや否やの法的判断は、その条約を締
結した内閣およびこれを承認した国会の高
度の政治的ないし自由裁量的判断と表裏を
なす点がすくなくない。それ故、右違憲な
りや否やの法的判断は、純司法的機能をそ
の使命とする司法裁判所の審査には、原則
としてなじまない性質のものであり、従っ
て、一見極めて明白に違憲無効であると認
められない限りは、裁判所の司法審査権の
範囲外のものであって、それは第一次的に
は、右条約の締結権を有する内閣およびこ
れに対して承認権を有する国会の判断に従
うべく、終局的には、主権を有する国民の
政治的批判に委ねらるべきものである」
（下線は田渕）
　
との見解を示したのである。「高度の政治性」を
有した問題については判断を回避し、「一見極
めて明白に違憲無効である」ばあいにのみ判断
しうるとしたのである。のちに「一見明白違憲
論」とよばれることになるのであるが、判断を
回避したということは、政治的意味においては
合憲判断と同じ効果を生む。重要なことは、司
法権によって審査しえない領域もしくは聖域が
存在することが認知されたのである。
こうして先鞭をつけられた「判断回避」の傾
向は、「平賀書簡問題」という司法権の独立を脅
かすおまけまでついた所謂福島判決（１９７３年９
月７日）による自衛隊違憲判決をうけた長沼ナ
イキ基地訴訟における札幌高裁の判決（１９７６年
８月５日）にうけつがれた。そこでは、
　
「本質的国家行為は、司法部門における
個々的法判断をなすに適せず、当該行為を
選択することをその政治責任として負わさ
れている所管の機関にこれを専決行使せし
め、その当否については終局的には主権を
有する国民の政治的判断に問うことが、三
権分立の原則及びこれを支える憲法上の原
理である国民主権主義に副うものである」
（下線は田渕）
　
とされ、「高度の政治性」を有した行為を「本
質的国家行為」とし、司法判断の対象としない
ことが宣言されたのである。最高裁もこの判決
を踏襲した（１９８２年９月９日）。高度に政治性
を有する国家行為にたいして違憲審査権を行使
できないとする論理（断じて謙虚さの表れとは
認めがたい）は、「統治行為論」と名付けられ
受けつがれていくこととなった。すなわち、自
衛隊法および自衛隊の存立にかかわる法律の違
憲判断は、「統治行為に関する判断を要求し、し
たがって裁判所の司法審査の対象とはなりえな
い」と明言されたのである。ここに「統治」と
いう語が旧憲法下でもっていた呪縛力を再び発
揮する端緒が開かれたのである。現行憲法成立
過程において、慎重にその使用を避けてきた
「統治」という語の復権を許したのは、ほかなら
ぬ憲法の番人であるべき裁判所であったこと
は、歴史のもつアイロニーの機能というべきか
もしれない。批判的精神こそが思想の深みにお
けるデモクラシーの本質をなすにかかわらず、
精神活動の発露としての批判的精神の貫徹を許
さない領域として「統治行為」は措定されてし
まったのである。
ともあれつぎのような警告は傾聴しなければ
なるまい。
　
「統治行為の存在は認めるとしても、それ
は法治主義、司法権の任務からすればあく
まで例外であると考えるべきであり、もし
も裁判所によって統治行為の観念が不当に
拡大されるならば、それは裁判所がみずか
ら司法権の任務、特に違憲審査権を放棄す
るものであるということである」３２）
　
こうした警告にもかかわらず、百里基地訴訟
においては、水戸地裁（１９７７年２月１７日）・東京
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高裁（１９８１年７月７日）・最高裁（１９８９年６月２０
日）のいずれの裁判所においても躊躇なく「統
治行為論」の立場がとられるところとなった。
ここではすっかり「統治行為論」が定着し、精
神的深化を可能とする錯綜は薄れ、浅薄な安堵
感が目立つ。そうした過程は、純粋で理性的な
弱小国家から、不遜で居丈高な大国へと成り上
がる日本経済の拡大基調と奇妙に一致してい
る３３）。不必要な豊かさと力を当たり前のものと
感じるのは、密やかな理性と純粋さを喪失した
証左でもある。「統治行為論」はこうして定着し
ていったのであり、そこには「すべおさむ」の
成立過程と奇妙に呼応するものがあった。
お わ り に
ある語の成立には、政治的意図をもった特殊
な語でなくとも、その含意のなかにそれまでの
社会や意識の凝縮し凝固したすがたを看て取る
ことができる。ましてそれが歴史的経過をく
ぐってきた語ということになると、その含意は
ある確かな意味と感覚とを内包する。そのひと
つの例が「統治」であった。
「統治」は元来別々であった和語をひとつに結
合させたものであるが、それぞれの和語（「す
ぶ」と「おさむ」）のもつ意味を最大限の振幅
のもとに、ある一点にむけて収斂させていった
語であった。すなわち、天皇支配の国家構造を
端的に表す語として造語された語であった。こ
の語によって、第二次大戦以前の日本はそれな
りの「理論整合性」を手にしたといえよう。そ
してこの語が長期にわたり機能しつづけた結
果、ある政治風土もしくはムードが醸成され、
そのなかで呼吸した人びとは「統治」という語
のもつ呪縛力から逃れることができなくなっ
た。呪縛力の強さをみせつけたのは裁判所にお
いて用いられてきた「統治行為論」という概念
においてであった。裁判所が過度な自己抑制に
傾きやすいのは、戦前期天皇制の残滓が依然と
して生きている「統治」という語のもつイメー
ジそのものに、触れることを慎ませようとする
作用があるからである。こうした呪縛力をもつ
語は、自由・差別・福祉・権利・正義・公共
等々、枚挙にいとまがないほどであるが、一般
的傾向として抽象的概念の語が多い。こうした
語のもつ呪縛力から逃れるには、われわれが何
気なく用いている語（それが政治的であろうと
日常レベルのものであろうとにかかわりなく）
に対する鋭い視覚と感受性を日常的に磨いてお
くしかない。
現代はことばの危機の時代といってさしつか
えない。年寄りが若者の用いることばを忌避し
批判するのはどの時代にあっても日常的現象で
あるが、ソシュール Saussure の表現を使えば、
現代ほどパロール parole が前面にでてラング 
langue が後退しランガージュ langage の存立
基盤を脅かしている時代はないといえる３４）。パ
ロールとラングがほどよい緊張関係を保持しラ
ンガージュへと止揚していたソシュールの時代
と比べ、各自勝手に思いこみによる定義を付与
したことばによるパロール（巷談義）と、その
巷談義に勝ち抜くための技法の取得（ディベー
ト＝口喧嘩）に明け暮れているのが現代なので
ある。経験の蓄積と理論的深化のないエッセイ
の類があふれ、奇をてらった無法則なことばの
羅列は、「『文明化』の極であるこの世界はどこ
から来たのか。〈終わりの始まり〉を問うことが
残された課題である」３５） とする成沢の問題提起
を援用すれば、〈終わりの始まり〉の確かな予兆
であるといえよう。
追　記
本稿は、国際観光学科共同研究「茶道・鎮信
流の歴史的展開に関する研究」（安部直樹、木村
勝彦、田渕幸親、嶋内麻佐子）の成果の一部で
ある。なお、前号に「茶道・鎮信流の歴史的展
開に関する基盤研究Ⅱ」としたのは誤りであり、
上記課題名が正しい。お詫びして訂正する。
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ぐって―」『長崎国際大学論叢　第６巻』長崎国
際大学，２００６，pp. ４５５３．
２）田渕幸親「日本語語彙の成立―『統治』をめ
ぐって―」p. ４９．
３）戦後何度かみられる「皇室ブーム」はまったく
政治的意味のない現象かというと，そうともいい
きれないものがある．例えば，皇太子婚約・成婚
の報に接し，市民のみせた反応とその反応を引き
だすために仕組まれたインタヴューには，それな
りの意図が内包されていた．報道されたインタ
ヴューでは，批判的な声や無関心な発言はなかっ
た．こうしたことは多元化した社会であるはずの
日本では，本来奇異なことである．批判的な声や
無関心な発言がなかったということは，皇室を
「職業的有名人」（C. W. Mills, The  Power  Elite, 
１９５６, p. ７４.）として捉えるわけにはいかないこと
を意味する．「職業的有名人」にはかならず批判的
見解がつきまとう．たとえ皇室が非政治的存在だ
からといっても，にわかには肯首しえない．非政
治的存在にかかわらず政治的機能を果たしている
のが，日本の皇室であるといえよう．日本の現状
において，家族乃至は家庭の解体現象が進行して
いるとき，あえて崩壊することがないと思われる
皇太子婚約・成婚のニュースを大々的に採りあげ
るということは，ニュースとしての大きさ故とい
うよりも家族乃至家庭の再認識を求めようとする
政治的意図があったといわざるをえない．皇太子
婚約・成婚がニュースとしてとびかった１９９３年と
いう年は，貴ノ花と宮沢りえの婚約解消劇も同時
進行した年でもあった．現代日本の縮図がテレビ
をとおして示された年だったのが１９９３年である．
ともあれ，家庭乃至家族の崩壊は，新しい個人と
個人の結びつきを要求する．それがどのようなも
のになるにせよ，これまでの様式は通用しなくな
るだろう．とはいえ，長い歴史過程のなかで培わ
れてきた人間の存在様式にかかわる倫理的根幹部
分への影響が，最小限度にとどまってくれること
を期待せずにはおれない．
４）賀茂真淵の用いた用語で，古歌にあらわれた率
直で高揚した精神状況を示す語である．『万葉考』
参照．
５）本居宣長の用いた用語で，女性が繊細であるか
否かは不明だが，女性的繊細さを示しているとい
う．
６）John F. Embree の用いた用語で，タイ社会の
特徴を表現した loosely structured society から
借用した．彼は，熊本県須恵村の調査結果とタイ
社会との比較で，日本社会の tight なあり方に
　対置して，タイ社会を loose としたのである．
loosely structured society は，「結びつきのゆ
　るやかな社会」と理解することができる．Suye 
Mura：A Japanese Village, The University of 
Chicago  Press,  １９３９.　 および ‘Thailand：A
　Loosely Structured Social System,’ American 
Anthropologist ５２, １９５０.　を参照．
７）藤田省三『精神史的考察―いくつかの断面に即
して―』平凡社，１９８２．p. ２４６．
８）末川　博編『資料・戦後二十年史３ 法律』日本
評論社，１９６６，p. ６１．
９）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６１．
１０）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６１．
１１）『資料・戦後二十年史３ 法律』pp. ６１  ６２．
１２）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６２．
１３）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６３．
１４）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６３．
１５）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６３．
１６）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ６２．
１７）高野岩三郎は，日本労働運動の草分け的存在で
あり片山潜らと労働組合期成会を結成し鉄工組合
の組織化を促した高野房太郎の実弟であり，東大
教授をながくつとめ，徹底した民主主義者として
著名である．
１８）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７５．
１９）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７５．
２０）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７５．
２１）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７６．
２２）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７６．
２３）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７６．
２４）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ７６．
２５）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ８０．
２６）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ８０．
２７）『資料・戦後二十年史３ 法律』p. ８１．
２８）佐藤　功『日本国憲法概説〈全訂新版〉』学陽
書房，１９７４，p. ３６７．
２９）前掲『日本国憲法概説〈全訂新版〉』p. ３６８．
３０）１９９３年１月２８日付『朝日新聞』にみられる梶山
静六発言は興味深い．
　　　「ポスト冷戦の中で我が国の果たす役割が大
きくなっている．国連憲章との関連で憲法９
条との整合性をきちんとするのも大事だ．土
地の問題に絡んでいわゆる私権と社会基盤整
備についてもいわれることがある」（下線は
田　渕　幸　親
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田渕）
　　この発言にみられるように，一般的には，私権
（民権もしくは基本的人権）はどうも社会基盤整備
（国権もしくは公共の福祉）よりも軽いと考えられ
ているようである．民権と国権の相克を戦後はな
ばなしいかたちで意識させたのは，「社会基盤整
備」に余念がなかった高度経済成長の真っ直中に
あった時代に私権を優先させようとした下筌ダム
反対闘争であった．「蜂の巣城」を基点として私権
（民権）を主張して譲らなかった室原知幸のことば
は印象的である．
　　　「民主主義ちゅうつは，もともと手間ひまん
掛かるもんたいね」（松下竜一『砦に拠る』
　　　講談社，１９８２，p. ３３２.）
　　憲法見直し論議のなかで異彩をはなっているよ
うにみえるのが，当時の日本新党の主張であっ
た．憲法を改正しないで別条項を追加するという
考え方は，新鮮に映った．しかし，これは単に，
アメリカ憲法における修正条項の追加を模倣した
にすぎず，創造力（想像力）に欠けた議論である
といえよう（１９９３年１月２９日付『朝日新聞（論
壇）』）．
３１）小林直樹『憲法九条』岩波新書，１９８２，pp. ３３
３４．
３２）前掲『日本国憲法概説〈全訂新版〉』p. ３５７．
３３）高度経済成長は大国へのパスポートであった．
それを手にしたとき，日本はそれまでのことをす
べて忘れ，自己を他の大国と形態的にも精神の表
皮部分においても同一と認識した．いわば「成り
上がり者の理論」とでもよべるような風潮が一般
化してしまったのである．高度経済成長のなかで
精神形成をしてきたわれわれの身に纏っている権
利・権威・権力・威光・威力といったものを疑う
ことが，今ほど必要なときはない．
３４）それらの相互関係については，Ferdinand de 
Saussure, Cours de linguistique generale, Charles 
Bally et Albert Sechehaye, １９４９, 小林英夫訳『一
般言語学講義』岩波書店，１９９１，p. ２１, p. ２６，お
よび丸山圭三郎『ソシュールの思想』岩波書店，
１９９８，pp. ２６５２９５，を参照．
３５）成沢　光『現代日本の社会秩序―歴史的起源を
求めて―』岩波書店，１９９７，p. ９．
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